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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営理念を「正直に経営し、わかりやすく、安くて便利な商品・サービスを提供することで、お客さま一人ひとりの生き方を応援する」と掲
げ、高い社会性・公共性を有する生命保険会社として、経営の透明性の確保と、経営組織体制の監督及び実効性を高めることによるコーポレー
ト・ガバナンスの強化と充実を図り、持続的な企業価値向上の実現を目指しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を、全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は、東京証券取引所マザーズに上場しているため開示義務はありませんが、情報開示の充実を図る目的において、コーポレートガバナンス・
コードが特定の事項を開示すべきとしている原則への対応状況を、以下のとおり開示します。

【原則1－4　政策保有株式】

・政策保有株式に関する考え方

当社の投資株式は、保有目的が純投資目的である投資株式と、純投資目的に加えて当社の企業価値または業績向上を目的とする投資株式が
あります。いわゆる政策保有のみを目的とした株式は原則として保有いたしません。

現在、資本業務提携を目的として、株式会社アドバンスクリエイトの株式を保有しており、現時点において保有する上場株式は1銘柄のみです。

・保有の適否の検証

各株式の保有継続については、所管の部門が投資先のモニタリングを実施した上で、事業上の合理性やリスク等について、年1回以上、取締役会
での審議を行っております。

・議決権行使

受託者責任を果たし、投資先企業の長期的な株主価値向上を図ることを目的として、当社保有株式の議決権行使基準を定めております。議決権
行使にあたっては、原則としてすべての案件を精査し、取締役・監査役の選任、役員報酬、配当・資本政策、企業再編・買収防衛策など、基準に定
めた特に留意すべき個別の事項に対する考え方をもとに、総合的に判断した上で、所定のプロセスに則り、その都度議決権を行使しております。

【原則1－7　関連当事者間の取引】

当社は、当社の取締役が利益相反の疑義がある取引を行う際は、法令及び取締役会規則に則り事前の取締役会の承認を義務付けること等によ
り、適切に監視しております。なお、利益相反の疑義がある取引を実行した場合には、法令の定めに基づき、重要な事実を適切に開示します。

【原則2－6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、現時点においては企業年金基金制度を持たないため、アセットオーナーとして企業年金の積立て等の運用に関与しておりません。

【原則3－1　情報開示の充実】

（i）経営理念、経営戦略および経営計画

「正直に経営し、わかりやすく、安くて便利な商品・サービスを提供することで、お客さま一人ひとりの生き方を応援する」という経営理念に基づき
「ライフネットの生命保険マニフェスト」を定め、当社経営の柱と位置付けております。「ライフネットの生命保険マニフェスト」は、当社ウェブサイトに
掲載しております。

（URL）https://ir.lifenet-seimei.co.jp/ja/company/manifesto.html

また、当社は、2018年11月に経営方針を策定し、経営目標に「EEV（ヨーロピアン・エンベディッド・バリュー）の早期の1,000億円到達を目指す」こと
を掲げ、重点領域である「顧客体験の革新」及び「販売力の強化」に取り組むことで着実な成長を続けています。EEVは、2021年3月末時点で951億
円に達し、経営目標である1,000億円到達が近づいています。そのため、当社は、経営目標を「EEVの早期の2,000億円到達を目指す」ことに変更
し、より一層の成長と高い収益力の実現を目指します。

経営方針の骨子は以下のとおりです。

■経営理念

正直に経営し、わかりやすく、安くて便利な商品・サービスを提供することで、お客さま一人ひとりの生き方を応援する

■目指す姿

オンライン生保市場の拡大を力強く牽引するリーディングカンパニー

■重点領域

・顧客体験の革新

デジタルテクノロジーを活用し、全てのサービスを質的に高め進化させる

・販売力の強化

積極的プロモーション及び代理店・ホワイトレーベルの拡大により、圧倒的な集客を実現する

■経営目標



EEV（ヨーロピアン・エンベディッド・バリュー）を企業価値を表す重要な経営指標とし、早期の2,000億円到達を目指す

（ii）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社は、取締役会の監督機能を一層強化させるとともに、さらなるコーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的として、2021年6月20日開催の
第15回定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社に移行し、コーポレート・ガバナンス体制を構築しております。取締役会は、経営の重
要な意思決定及び業務執行の監督を行っており、経営監視機能及び業務執行の監督の客観性及び中立性を高める目的において、相当数を社外
取締役としております。取締役会から独立した監査等委員会は、取締役の職務執行及び取締役会の監督義務の履行状況について監査を行って
おります。また、取締役の指名・報酬等に係る取締役会機能の独立性・客観性及び説明責任の強化や、役員報酬の制度設計等を目的に、委員長
を独立社外取締役、委員の過半数を独立社外取締役とした任意の指名・報酬委員会を設置しております。さらに、経営の意思決定・監督と業務執
行を分離し意思決定機能強化を図るため、執行役員制度を導入しております。

このように、外部の視点を取り入れながら、重層的かつ実効的なコーポレート・ガバナンス体制を構築し、その強化と充実を図ることで、持続的な
企業価値向上の実現を目指しております。

（iii）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に向けて、健全なインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的
として、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の報酬は、固定報酬、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬により構成され
ております。監査等委員である取締役及び社外取締役には固定報酬のみが支給されております。

取締役の個別の報酬額については、各取締役の業務内容及び責任範囲等を勘案し、第三者による国内企業経営者の報酬水準に関する調査等
も踏まえて、任意の指名・報酬委員会において審議のうえ、取締役会が決定しております。

なお、詳細については本報告書の【取締役報酬関係】（報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容）に記載しております。

（iv）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

「役員候補者の選任方針」については、任意の指名・報酬委員会において審議のうえ、取締役会が制定しております。同方針は、本報告書の【補
充原則4－11－1】（取締役会の構成と選任方針）に記載しております。

監査等委員でない取締役：

監査等委員でない取締役の選任及び解任に関する株主総会議案については、取締役会から指名・報酬委員会に諮問されており、当該議案につ
いて審議し、取締役会に提案しております。取締役会において当該議案が決議されたのち、株主総会において決議しております。

監査等委員である取締役：

監査等委員である取締役の選任に関する株主総会議案については、取締役会から指名・報酬委員会に諮問されており、当該議案について審議
のうえ、監査等委員会の同意を得て取締役会において当該議案が決議されたのち、株主総会において決議しております。

執行役員：

執行役員は、当社の事業及び業務内容に関する豊富な経験と幅広い知識を有していることを条件として、当社における個々の貢献度や職務遂行
能力等を勘案して、取締役会決議により選任しております。解任も取締役会決議により行います。

（v） 経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

監査等委員でない取締役・監査等委員である取締役候補者に選任した理由をそれぞれ株主総会招集通知で開示しております。

（URL）

https://ir.lifenet-seimei.co.jp/ja/stock/meeting/main/01/teaserItems1/01/file/dai15_syoshu.pdf

【補充原則4－1－1】（経営陣に対する委任の範囲の内容）

取締役会は、法令及び定款に定められた事項のほか、取締役会規則に定められた経営に関わる重要事項の意思決定を行うとともに、業務執行
を監督しております。重要事項には、事業運営の基本方針及び経営方針、事業計画、予算及び中期計画の策定、重要な投資や新規事業の計画
などが含まれます。業務執行の権限は、取締役会規則及び職務権限規程に基づき代表取締役社長に委任されており、職務権限規程には、代表
取締役社長より執行役員に委任される事項と範囲が明確に定められております。執行役員は、取締役会によって選任され、業務を執行します。業
務執行について報告を受け、また協議を行うため、代表取締役社長及び執行役員から構成される執行役員会を、原則として週に1度開催しており
ます。

【原則4－9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

独立社外取締役に求められる、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督の機能及び役割を確保するため、任意の指名・報酬委員会におい
て審議のうえ、取締役会が制定した「役員候補者の選任方針」において社外取締役の独立性基準を設けております。「役員候補者の選任方針」に
おける独立性基準は、本報告書の【補充原則4－11－1】（取締役会の構成と選任方針）に記載しております。

【補充原則4－11－1】（取締役会の構成と選任方針）

取締役会の構成：

取締役会の出席者の構成は、議長である代表取締役社長を含む監査等委員でない取締役6名（うち、社外取締役2名、そのうち、独立役員1名）、
監査等委員である取締役3名（うち、独立役員である社外取締役2名）です。

取締役会の実効性を確保するためには、取締役会を構成する各取締役が有する知識・経験・能力を明らかにすることが必要であると考えており、
各取締役が有する知識・経験・能力を明らかにしたスキルマトリクスを開示しております。

※取締役のスキルマトリクスは、本報告書の巻末をご参照ください。

取締役の選任方針：

実効性ある取締役会の構成を確保するため、当社の任意の指名・報酬委員会において審議のうえ、取締役会が「役員候補者の選任方針」を以下
のとおり制定しております。

役員候補者の選任方針

1. 監査等委員でない取締役候補者の選任方針

（1）社内の監査等委員でない取締役候補者については、指名・報酬委員会において審議のうえ、取締役会において、原則として次に掲げる事項を
充足する者を選任する。

・経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験を有すること。

・十分な社会的信用を有すること。

（2）社外の監査等委員でない取締役候補者については、指名・報酬委員会において審議のうえ、取締役会において、原則として次に掲げる事項を
充足する者を選任する。



・企業経営、法律・ガバナンス、金融、財務会計・ファイナンス、テクノロジー、マーケティング・営業の専門分野における高い見識や豊富な経験を有
し、当該専門分野での相応の実績を挙げていること。

・経営の方針や経営改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し、中長期的な企業価値の向上を図るという観点からの助言
を行うために必要な資質を有すること。

・「独立社外取締役」については、一般株主と利益相反が生じるおそれのないこと。この場合において、一般株主との利益相反が生じるおそれのな
いことについては、「3. 独立社外役員の独立性基準」及び東京証券取引所の独立性基準に則る。

2．監査等委員である取締役候補者の選任方針

監査等委員である取締役候補者については、指名・報酬委員会において審議のうえ、監査等委員会の同意を得て、取締役会において、原則とし
て次に掲げる事項を充足する者を選任する。

・企業経営、法律・ガバナンス、金融、財務会計・ファイナンス、テクノロジー、マーケティング・営業の専門分野における高い見識や豊富な経験に
基づき、取締役の職務の執行の監査及び監督を客観的かつ的確、公正かつ効率的に遂行できること。

・十分な社会的信用を有すること。

・「独立社外取締役」については、一般株主と利益相反が生じるおそれのないこと。この場合において、一般株主との利益相反が生じるおそれのな
いことについては、「3. 独立社外役員の独立性基準」及び東京証券取引所の独立性基準に則る。

3. 独立社外役員の独立性基準

当社は、社外取締役又はその候補者が、以下のいずれかに該当する場合、独立社外取締役としての独立性を有しないものとみなす。

(1)当社又は当社の子会社の業務執行者

(2)当社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

(3)当社の主要な取引先又はその業務執行者

(4)当社の業務執行者が役員に就任している会社の業務執行者

(5)当社の議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している当社の大株主、又はその業務執行者

(6)当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、又は法律専門家

(7)過去10年間のいずれかにおいて(1)に該当したことがある者

(8)過去3年間のいずれかにおいて(2)から(7)までに該当したことがある者

(9)上記(1)から(8)までに掲げる者（重要でない者を除く）の近親者

【補充原則4－11－2】（取締役の兼任状況）

取締役及びそれらの候補者の重要な兼職の状況については、取締役会への報告事項となっており、また、株主総会招集通知や有価証券報告書
等の開示書類において毎年適切に開示しております。全取締役は当社での責務を適切に果たす時間と労力を十分確保できる兼職状況です。

【補充原則4－11－3】（取締役会の実効性の評価と概要）

毎月1回以上取締役会を開催しておりますが、取締役会の実効性と適正性を確保するため、2016年度より原則として年1回、自己評価の形式によ
り取締役会の実効性評価を実施しています。結果は取締役会に報告され、審議を行い、改善案を策定し、取締役会のさらなる機能向上に繋げて
おります。

2020年度の取締役会実効性評価の概要は以下のとおりです。

・評価プロセス

取締役会の実効性等に関するアンケート用紙を、取締役会メンバーである全取締役に配布し、回答を得ました。また、アンケートに加えて、全取締
役に対して取締役会事務局が個別にインタビューを行い、アンケートへの回答結果を踏まえて意見を聴取しました。

以上の結果に基づき、取締役会において、取締役会の実効性に関する分析及び自己評価を行いました。

・評価項目

取締役会の全体評価、取締役会の構成、取締役会の運営、取締役会の議論の質、役員間のコミュニケーション、情報提供・トレーニング、任意の
指名・報酬委員会への意見等

・対象

全取締役（監査役については、任意で取締役会実効性評価アンケートにおいて意見を収集）

・スケジュール

2021年3月　取締役会実効性評価アンケート実施

2021年4月　個別インタビュー実施

2021年5月　報告、改善案策定

・結果と課題

アンケート結果については、前年度よりもスコアが上昇している評価項目が多く、全ての評価項目の平均スコアは過去最高となりました。

取締役会の運営については、短時間で集中的に審議を行う等効率的に進めることができました。また、取締役会の議論については、率直な意見
交換ができた一方で、議論の質の向上だけではなく、ディスカッションの機会を増やす等議論の量においても今後さらに向上させる必要性を指摘
する意見がありました。その他、社外役員同士の意見交換の場を設けるべきといった意見もあったことから、引き続き改善に向けて検討してまいり
ます。

【補充原則4－14－2】（取締役に対するトレーニングの方針）

役員就任時に、役員として遵守すべき法的な義務、責任等について適切な説明を行い、必要に応じて外部機関を活用しております。社外取締役
就任の際は、当社の経営戦略、業界動向、財務内容等について、個別に説明の機会を設けております。また、就任以降も必要に応じて随時、アク
チュアリーや弁護士などの専門家による研修や説明会を実施しております。

【原則5－1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、「正直に経営し、わかりやすく、安くて便利な商品・サービスを提供することで、お客さま一人ひとりの生き方を応援する」という経営理念を
踏まえ、以下のとおりIRマニフェストを策定し、株主・投資家情報ウェブサイトで公開しております。

（URL）https://ir.lifenet-seimei.co.jp/ja/irmanifesto.html

また、株主・投資家情報ウェブサイトにおける英文での情報開示も充実させております。

さらに、株主及び投資家との対話を重視し、代表取締役社長をはじめとした役職員による適切な面談体制の実現に努めており、海外IRを含む積極
的な対話を推進しております。なお、株主や投資家から寄せられた主な意見等については、取締役会に報告することとしております。

＜IRマニフェスト＞

オープンな対話

経営トップ自らIRに積極的に取組み、企業価値の正当な評価獲得に努めると共に、株主・投資家との積極的な対話を通じて、IRのみならず経営戦
略についても積極的に株主・投資家の視点を取り入れる。



わかりやすさ

インターネットの活用等により、情報開示を徹底しつつ、シンプルでわかりやすいIRを実現する。

公平性

フェア・ディスクロージャーを徹底し、投資家の属性（個人投資家／機関投資家）、使用言語（日本語／英語）に依らず、投資判断に必要な情報が
公平に入手可能な基盤を整備する。

長期的視野

長期契約という生命保険業の特性を踏まえ、1）エンベディッド・バリューや新契約価値など生命保険特有の企業価値評価指標に資する情報、およ
び 2）ブランド資産・人的資産などの無形資産の評価に資する情報の開示に努める。

挑戦

既存の枠組みや慣習に囚われず、広くコーポレート・コミュニケーションの視点から、企業情報の内容・届け方の両面において、新領域への挑戦を
続ける。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

auフィナンシャルホールディングス株式会社 12,800,000 21.11

JP MORGAN CHASE BANK 380742

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）
5,683,900 9.37

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社）
4,382,464 7.23

株式会社セブン・フィナンシャルサービス 3,250,000 5.36

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE FIDELITY FUNDS

（常任代理人 香港上海銀行東京支店）
2,495,279 4.11

MLI FOR CLIENT GENERAL OMNI NON COLLATERAL NON TREATY-PB

（常任代理人 BOFA証券株式会社）
2,124,800 3.50

BNYMSANV RE BNYMIL RE LF RUFFER JAPANESE FUND

（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）
1,781,800 2.93

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人 インタラクティブ・ブローカーズ証券株式会社）
1,674,300 2.76

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社）
1,671,100 2.75

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 384513

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）
1,663,200 2.74

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・Swiss Re Life Capital Ltdから、2017年3月21日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、2017年3月17日時点で、5,683,900株

を取得した旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載に基づき、「大株主の状況」には名称を記載しておりません。

・当社は、2020年7月20日付けで臨時報告書を提出しており、主要株主であったSwiss Re Life Capital Ltdが同日付けで主要株主ではなくなった旨

の報告を行っています。

・2020年7月17日付けで公衆の縦覧に供されている変更報告書において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社が2020年7月15日現在で以
下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、大株主
の状況には含めておりません。その変更報告書の内容は以下のとおりです。

大量保有者　スパークス・アセット・マネジメント株式会社

住所　東京都港区港南一丁目2番70号品川シーズンテラス

保有株式等の数　株式 2,049,400株

株式等保有割合　3.99％

・2021年2月22日付けで公衆の縦覧に供されている変更報告書において、エフエムアール エルエルシーが2021年2月15日現在で以下の株式を所

有している旨が記載されているものの、当社として2021年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、大株主の状況には含
めておりません。その変更報告書の内容は以下のとおりです。

大量保有者　エフエムアール エルエルシー

住所　米国 02210 マサチューセッツ州ボストン、サマー・ストリート245

保有株式等の数　株式 3,801,464株



株式等保有割合　6.27％

・2021年6月3日付けで公衆の縦覧に供されている変更報告書において、JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者である
JPモルガン・アセット・マネジメント（アジア・パシフィック）リミテッド、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・ピーエルシーが2021年5月31日現在で
それぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんの
で、大株主の状況には含めておりません。その変更報告書の内容は以下のとおりです。

大量保有者　JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社

住所　東京都千代田区丸の内2-7-3　東京ビルディング

保有株式等の数　株式 4,295,700株

株式等保有割合　7.09％

大量保有者　JPモルガン・アセット・マネジメント（アジア・パシフィック）リミテッド

住所　香港、セントラル、コーノート・ロード８、チャーター・ハウス21階

保有株式等の数　株式 171,500株

株式等保有割合　0.28％

大量保有者　ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・ピーエルシー

住所　英国、ロンドン E14 5JP　カナリー・ウォーフ、バンク・ストリート25

保有株式等の数　株式 318,491株

株式等保有割合　0.53％

・2021年6月4日付けで公衆の縦覧に供されている変更報告書において、エフィッシモ　キャピタル　マネージメント　ピーティーイー　エルティー
ディーが2021年5月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年3月31日現在における実質所有株式数
の確認ができませんので、大株主の状況には含めておりません。その変更報告書の内容は以下のとおりです。

大量保有者　エフィッシモ　キャピタル　マネージメント　ピーティーイー　エルティーディー

住所　260　オーチャードロード　#12-06　ザヒーレン　シンガポール　238855

保有株式等の数　株式 3,724,600株

株式等保有割合　6.15％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 マザーズ

決算期 3 月

業種 保険業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 16 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

水越　豊 他の会社の出身者

齊藤　剛 他の会社の出身者 ○ ○

林　敬子 公認会計士

山下　知之 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水越　豊 　 ○ －

コンサルティングファームにおける会社経営者
として豊富な経験と幅広い知見を有しているこ
とから、社外取締役に選任しております。東京
証券取引所が定める独立性基準に抵触せず、
また、当社の定める社外取締役の独立性基準
を満たしており、一般株主と利益相反が生じる
おそれのないことから、独立役員に指定してお
ります。



齊藤　剛 　 　

最近においてKDDI株式会社の業務執行
者にあたります。また、現在はauフィナン
シャルホールディングス株式会社の業務
執行者にあたります。KDDI株式会社と当
社との間には、保険販売に関する代理店
手数料等の取引があります。また、auフィ
ナンシャルホールディングス株式会社は
当社の主要株主かつ筆頭株主であり、
KDDI株式会社とともに当社のその他の関
係会社にあたります。

KDDI株式会社におけるコンシューマ事業や経
営管理について豊富な経験と幅広い知見を有
していることから、社外取締役に選任しておりま
す。

林　敬子 ○ ○ －

会社経営者としての経験、公認会計士として経
理財務に関する高い専門性、ベンチャー支援
やダイバーシティ＆インクルージョンに関する
幅広い経験や知見を有していることから、社外
取締役に選任しております。東京証券取引所
が定める独立性基準に抵触せず、また、当社
の定める社外取締役の独立性基準を満たして
おり、一般株主と利益相反が生じるおそれのな
いことから、独立役員に指定しております。

山下　知之 ○ ○

エーオンソリューションズジャパン株式会
社の業務執行者にあたります。エーオンソ
リューションズジャパン株式会社と当社と
の間には、少額取引がありますが、多額
の金銭その他の財産には該当しないと判
断しております。

会社経営者としての経験、金融、ファイナンス
に関する豊富な経験と幅広い知見を有している
ことから、社外取締役に選任しております。東
京証券取引所が定める独立性基準に抵触せ
ず、また、当社の定める社外取締役の独立性
基準を満たしており、一般株主と利益相反が生
じるおそれのないことから、独立役員に指定し
ております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会事務局を設置しています。また、監査等委員会事務局には監査等委員会の職務を補助する
のに必要な知識・能力を具備した社員（以下、補助社員）を必要数配置しています。

補助社員は、監査等委員会の職務を補助するための業務（以下、補助業務）については、監査等委員会の指揮命令下で業務を行い、監査等委員
会以外からの指揮命令は受けないこととしています。補助業務における補助社員の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査等委員会
の意見を尊重する等、監査等委員でない取締役からの独立性を確保しています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と内部監査部門の連携状況

内部監査部門である監査部は、常勤監査等委員との日常的なコミュニケーションのほか、監査部が実施した内部監査実施報告書の監査等委員
会による確認等、密な連携を図っております。また、内部監査計画の策定にあたっては事前に監査等委員会と連携するとともに、監査部の内部監
査結果は、監査等委員会に報告しております。

監査等委員会と会計監査人との連携状況

常勤監査等委員は、会計監査人に対して、会計監査の方針、監査計画及び期中・期末の監査実施結果等の報告を求めるとともに、監査等委員会
監査の方針、監査計画等について説明し、相互理解を深めるほか、必要に応じ情報交換を実施しております。また、期首、期中及び期末の監査
等委員会に、会計監査人の出席を要請し、同監査人と監査等委員である社外取締役との意見交換を実施しております。

会計監査人と内部監査部門の連携状況

内部監査部門である監査部は、会計監査人との定期及び随時の会合において、会計監査人による監査の状況について意見交換を行うとともに、
会計監査人の求めに応じて内部監査の実施状況並びに内部監査報告書等を報告するなど、緊密に連携しております。

会計監査人について

会社法監査及び金融商品取引法監査について、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。



【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役の指名・報酬等に係る取締役会機能の独立性・客観性及び説明責任の強化や、役員報酬の制度設計等を目的に、任意の指名・
報酬委員会を設置しています。取締役（監査等委員である取締役を含む。以下、同じ。）、代表取締役及び役付取締役の選任や解任、役員報酬の
制度及び取締役の個別の報酬等の内容について審議のうえ、取締役会に提案しています。指名・報酬委員会は、3名の独立社外取締役（監査等
委員である取締役を含む。以下、同じ。）及び予め取締役会が定める代表取締役1名から構成され、オブザーバーとして、指名・報酬委員会委員で
ない監査等委員である取締役が出席できます。独立社外取締役である委員は社外取締役の中から互選によって選定され、委員長は委員の中か
ら互選によって選定されます。

・指名・報酬委員会への出席状況（2020年度）

水越　豊 6回中6回出席

林　敬子 6回中6回出席

山下知之 （新任）

森　亮介 6回中6回出席

任意の指名・報酬委員会の運営に関する事務については、指名・報酬委員会事務局を配置し、委員会をサポートしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社は、当社が定める独立性基準および株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満たす者を、全て独立役員に指定しております。

当社が定める独立性基準は、以下のとおりです。

（独立社外役員の独立性基準）

(1)当社又は当社の子会社の業務執行者

(2)当社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

(3)当社の主要な取引先又はその業務執行者

(4)当社の業務執行者が役員に就任している会社の業務執行者

(5)当社の議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している当社の大株主、又はその業務執行者

(6)当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、又は法律専門家

(7)過去10年間のいずれかにおいて(1)に該当したことがある者

(8)過去3年間のいずれかにおいて(2)から(7)までに該当したことがある者

(9)上記(1)から(8)までに掲げる者（重要でない者を除く）の近親者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に向けて、健全なインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的
として、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の報酬は、固定報酬、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬により構成され
ております。監査等委員である取締役及び社外取締役には固定報酬のみが支給されております。

なお、詳細については、本報告書の【取締役報酬関係】（報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容）に記載しております。



また、一部の社内取締役に対して、業績向上に対する意欲や士気を高め、当社の企業価値及び株主価値の向上を図ることを目的とし、ストックオ
プションを付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

当社は、一部の社内取締役及び従業員に対して、業績向上に対する意欲や士気を高め、当社の企業価値及び株主価値の向上を図ることを目的
とし、ストックオプションを付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

役員報酬は、事業報告において、取締役、監査役それぞれの総額及び社外取締役、社外監査役それぞれの総額を、有価証券報告書において、
取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、社外役員のそれぞれの総額を開示しております。株主総会招集通知の一部である事業
報告及び有価証券報告書は、株主・投資家情報ウェブサイトに掲載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に向けて、健全なインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的
として、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の報酬は、固定報酬、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬により構成され
ております。監査等委員である取締役及び社外取締役には固定報酬のみが支給されております。

取締役の個別の報酬額については、各取締役の業務内容及び責任範囲等を勘案し、第三者による国内企業経営者の報酬水準に関する調査等
も踏まえて、任意の指名・報酬委員会において審議のうえ、取締役会が決定しております。

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の固定報酬、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬の割合につきましては、健全な
インセンティブとして機能するようそれぞれ概ね6:1:3としております。

このうち、業績連動報酬は、固定報酬額を基準に算出した額を前提に、当社の企業価値の向上を表す指標を「1株当たりEEV」、営業活動の効率
性を表す指標を「新契約1件当たり営業費用」と取締役会で定め、達成度合いに応じて支給額を決定します。

当社の取締役の個人別の報酬等の内容の決定方針については、以下のとおりです。

（取締役の報酬制度概要）

当社の役員報酬制度は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に向けて、健全なインセンティブとして機能するよう設計しております。

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、同じ。）の報酬額は、2021年6月20日開催の第15回定時株主総会決議に基づき、年額
25,000万円（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）の範囲内で決定します。

（取締役の報酬等の内容の決定体制）

当社は取締役の指名・報酬等に係る取締役会機能の独立性・客観性及び説明責任の強化や役員報酬の制度設計等を目的に、3 名の独立社外

取締役及び代表取締役1名で構成され、委員長を独立社外取締役とする任意の指名・報酬委員会を設置しております。

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関しては、任意の指名・報酬委員会において審議の上、当社取締役会にて決定します。

（報酬の種類及び割合の決定）

当社取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下、「対象取締役」といいます。）の役員報酬は、「固定報酬」に加え、短期の業
績等に連動する「業績連動報酬」及び企業価値の持続的な向上を目的とした「譲渡制限付株式報酬」で構成されております。また、社外取締役の
役員報酬は、「固定報酬」のみで構成されております。

なお、対象取締役の「固定報酬」、「業績連動報酬」及び「譲渡制限付株式報酬」の割合につきましては、健全なインセンティブとして機能するよう適
切な支給割合を決定します。

（固定報酬）

取締役の個人別の報酬額の設定については、各取締役の業務内容及び責任範囲等を勘案し、第三者による国内企業経営者の報酬水準に関す
る調査等も踏まえ決定し、毎月現金で支給します。

（業績連動報酬）

当社は、役員報酬制度と経営方針を整合させ、業績の向上と企業価値の増大に向け対象取締役の意識を高める仕組として、事業の単年度業績
に対する貢献に報いることを目的とした業績連動報酬制度を導入しています。

業績連動報酬は、固定報酬額を基準に算出した業績連動報酬の基準額を前提に、取締役会が定める当社の企業価値の向上及び営業活動の効
率性を表す指標を用いて、単年度の目標に対する達成度合いに応じて支給額を決定します。

なお、業績連動報酬は年1回現金で支給します。

（譲渡制限付株式報酬）

当社は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆さまとの一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限
付株式報酬制度を導入しています。



当年度（将来）の役務提供に対する対価として、いわゆる事前交付型譲渡制限付株式報酬を付与するものであり、対象取締役に対し付与する株
式数は、固定報酬額を基準に算出した譲渡制限付株式報酬の基準額を、取締役会における割当決議日の前営業日の当社普通株式の終値で除
した株式数（年20万株以内）とし、3~5年間の譲渡制限期間が満了した時点、または、譲渡制限付株式割当契約に基づき取締役会が決定した時点
で譲渡制限を解除します。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会の運営に関する事務については、主管部門を経営企画部とし、社外取締役をサポートしております。

監査等委員会の運営に関する事務については、監査等委員会事務局を配置し、監査等委員である社外取締役をサポートしております。

取締役会及び監査等委員会の開催に当たっては、社外取締役に対して資料の事前配布を行い、必要に応じて付議事項の事前説明を行っており
ます。また、ニュースリリースを開示した際には、メール等で社外取締役に連携しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

該当事項はありません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社のコーポレート・ガバナンス体制に係る主な機関・組織等は以下のとおりです。

なお、当社は取締役会の監督機能を一層強化させるとともに、さらなるコーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的として、2021年6月20日開
催の第15回定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社に移行いたしました。

【主な機関・組織等】

(1) 取締役会の体制及び活動状況

取締役会は、取締役会規則に基づき、経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行っております。その出席者の構成は、議長である代表取
締役社長を含む取締役9名（うち、社外取締役4名、そのうち、独立役員3名）です。なお、取締役会は原則毎月開催し、必要に応じて臨時で開催す
ることとしております。

・取締役会への出席状況（2020年度）

森　亮介 14回中14回出席

木庭康宏 14回中14回出席

近藤良祐 （新任）

横澤淳平 （新任）

水越　豊 14回中14回出席

齊藤　剛 （新任）

山崎隆博 14回中14回出席

林　敬子 11回中11回出席

山下知之 （新任）

(2) 監査等委員会の体制及び活動状況

監査等委員会は、監査等委員会規則に基づき、監査・監督に関する重要な事項について報告を受け、協議、決議をしており、その構成は、議長で
ある常勤監査等委員を含む監査等委員である取締役3名（うち、独立役員である社外監査等委員2名）です。各監査等委員は、監査等委員会で策
定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、監査等委員でない取締役、各部門へのヒアリング、
業務及び財産の状況の調査に加え、会計監査人及び内部監査部門等から報告を受けるなど緊密な連携を保ち、取締役の業務執行を監査してお
ります。

(3) 社外取締役の体制及び活動状況

当社は、監査等委員でない社外取締役2名、監査等委員である社外取締役2名を選任しております。社外取締役は、社外の視点を踏まえた実効
的なコーポレート・ガバナンス体制の構築を目的として、経営者としての豊富な経験、金融・会計・法律等に関する高い見識、行政機関における経
験等に基づき、客観性及び中立性ある助言並びに取締役の職務執行の監督及び監査を行っております。

(4) 執行役員制度

当社は、意思決定・監督と業務執行を分離し意思決定機能強化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役会によって選
任され、代表取締役社長により決定された担当に従い、業務を執行し、原則として、1週間に1回執行役員会を開催しております。その出席者の構
成は、議長である代表取締役社長と執行役員5名（うち、取締役との兼務3名）です。

(5) 指名・報酬委員会

任意の指名・報酬委員会については、本報告書の「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス
体制の状況　１．機関構成・組織運営等に係る事項　【任意の委員会】」に記載しております。



(6) アドバイザリーボード

当社は、当社の経営全般に対する多面的な意見及び提言を社外の有識者から得ることを目的として、アドバイザリーボードを設置できることとして
おります。

(7) 各種委員会

当社は、経営上重要な事項に対し有益な助言を得ることを目的として、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会、支払委員会、マーケティング
委員会、資産運用委員会、ALM委員会、システム委員会の各委員会を設置しております。これらは主として業務執行部門への助言機能を担って
おります。コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会は、代表取締役社長を委員長として、当社のコンプライアンスとリスク管理をモニタリング
しております。

(8) 内部監査部門

当社は、被監査部門から独立した監査部（内部監査部門）を設置しており、その構成は2名（部長1名、スタッフ1名）です。監査部は、他の業務執行
ラインから分離された独立的かつ客観的な立場から内部監査を実施し、業務運営の適切性、リスク管理の有効性、法令遵守の状況などを確認、
評価し、改善に関する提言等を行うとともに、業務監査結果を取締役会に報告しております。

監査部は、会計監査人との定期及び随時の会合において、会計監査人による監査の状況について意見交換を行うとともに、会計監査人の求めに
応じて内部監査の実施状況、内部監査報告書等を報告するなど、緊密に連携しております。

さらに、監査等委員会監査等基準に基づく監査等委員会からの報告要請への対応、内部監査実施報告書の報告など、監査等委員会とも密に連
携しております。

【その他】

(1) 会計監査の状況

・監査法人の名称

会社法監査及び金融商品取引法監査について、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。

・業務を執行した公認会計士

2020年度において業務を執行した公認会計士の氏名は以下のとおりです。

　指定有限責任社員・業務執行社員　公認会計士　秋山　範之

　指定有限責任社員・業務執行社員　公認会計士　廣瀬　文人

いずれの指定有限責任社員・業務執行社員も継続監査年数は7年以内です。

・監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士3名、その他8名

(2) 責任限定契約

取締役が期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、有能な人材を招聘できるよう、当社は、業務執行取締役等である者を除く取締
役と、会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該責任限定契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める取締役の最低責任限度額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会の監督機能を一層強化させるとともに、さらなるコーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的として、監査等委員会設置会
社としてコーポレート・ガバナンス体制を構築しております。

取締役会は、経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行っており、経営監視機能の客観性及び中立性を高める目的において、相当数を社
外取締役としております。取締役会から独立した監査等委員会は、取締役の職務執行及び取締役会の監督義務の履行状況について監査を行っ
ております。また、取締役の指名・報酬等に係る取締役会機能の独立性・客観性及び説明責任の強化や、役員報酬の制度設計等を目的に、委員
長を独立社外取締役、委員の過半数を独立社外取締役とした任意の指名・報酬委員会を設置しております。さらに、経営の意思決定・監督と業務
執行を分離し意思決定機能強化を図るため、執行役員制度を導入しております。

このように、外部の視点を取り入れながら、重層的かつ実効的なコーポレート・ガバナンス体制を構築し、その強化と充実を図ることで、持続的な
企業価値向上の実現を目指しております。

なお、当社は取締役会の監督機能を一層強化させるとともに、さらなるコーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的として、2021年6月20日開
催の第15回定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社に移行いたしました。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2021年6月20日開催の第15回定時株主総会の招集通知を、発送前の2021年5月24日に
株主・投資家情報ウェブサイトに掲載するとともに、東京証券取引所に提出しました。ま
た、2021年5月28日に招集通知を発送しました。

集中日を回避した株主総会の設定
一般的に開催が集中するとされる平日及び午前中を避け、第15回定時株主総会を2021
年6月20日（日曜日）の午後2時から開催しました。なお、上場以来、定時株主総会の日曜
日開催を継続しております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

国内機関投資家及び外国人投資家の議決権行使の促進を図るため、機関投資家向け議
決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
第15回定時株主総会招集通知の要約の英文を株主・投資家情報ウェブサイトに掲載しま
した。

その他

当社は、インターネットを主な販売チャネルとすることから、例年株主総会を株主等のス
テークホルダーと直接お会いすることができる貴重な接点と位置づけるとともに、IRマニ
フェスト（Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況　２．IRに関する活動状
況　参照））に基づき、「顔の見える株主総会」をテーマに運営しています。そのための具
体的な取組みは、以下のとおりです。

【開催前】

・招集通知の早期発送及び発送前の株主・投資家情報ウェブサイトでの開示

・希望者に対する招集通知の電子メール配信

・株主及び契約者から事前に質問を募集

・機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの利用

・有価証券報告書を株主総会前に開示

【開催日以降】

・日曜日の午後開催（午後2時開会）

・株主・契約者向けに株主総会当日のライブ配信

・一部社員をスタッフとして配置

・株主総会の報告事項の動画、質疑応答の概要等を株主・投資家情報ウェブサイトに掲
載

（URL）https://ir.lifenet-seimei.co.jp/ja/stock/meeting.html

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
IRマニフェストを策定し、株主・投資家情報ウェブサイトで公開しております。

（URL）https://ir.lifenet-seimei.co.jp/ja/

個人投資家向けに定期的説明会を開催
機会に応じて、代表取締役社長及び担当執行役員による個人投資家向け会
社説明会を実施しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト及び機関投資家とのグループ及び個別面談を実施するとともに、四
半期決算発表毎に、決算説明会又は電話会議を開催しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
機会に応じて、海外の投資家訪問を行う機会を設けるとともに、電話会議等に
よる個別面談の実施や海外投資家向けのIRカンファレンス等の参加をしており
ます。

あり



IR資料のホームページ掲載

株主・投資家情報ウェブサイトで、決算短信・決算説明会資料・有価証券報告
書・ディスクロージャー誌などの資料掲載のほか、決算説明会及び株主総会の
動画及び質疑応答概要の掲載など、IR情報の積極的な開示を行っておりま
す。

（URL）https://ir.lifenet-seimei.co.jp/ja/

IRに関する部署（担当者）の設置 IRの主管部門である経営企画部でIR活動を行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、常にお客さまの声に耳を傾け、お客さまの視点に立った商品・サービスの開発・提
供を行うとともに、徹底した情報開示をすることで、お客さま本位の業務運営に努めてお
り、その一環として「お客さま本位の業務運営に関する方針」について、継続的に改定し公
表することとしております。

また、当方針における取組み状況および成果指標の数値についても、定期的に公表すると
ともに、当方針および成果指標については、必要に応じて見直しを行い、改善を図ること
で、より良いお客さま本位の業務運営を目指しております。

当方針は、以下のウェブサイトに掲載しております。

（URL）https://www.lifenet-seimei.co.jp/policy/cs_policy/

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

一般社団法人生命保険協会及び東京都生命保険協会を通じて、募金運動などの社会貢
献活動に取り組んでおります。

また、多様性の尊重を推進する目的により、「レインボーフォトプロジェクト」を実施しており
ます。このプロジェクトは、LGBT（性的少数者）関連イベントで当社が出展するフォトブース
で写真撮影をされた際、1枚あたり100円を活動資金として当社が積み立て、その資金を元
に当社の取り組みが事例として掲載されているLGBT児童向け書籍を購入し、全国各地の
図書館に寄贈し、LGBTに対する子どもたちの理解促進を図る活動です。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「ライフネットの生命保険マニフェスト」における「私たちの行動指針」として、「顔の見える会
社にする。私たちは、経営のこと、商品のこと、社員のこと、どんな会社なのか、正直に伝
える。」ことを定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「内部統制システムに関する基本方針」を制定し、取締役会において決定された重要事項に関する業務執行が適切に行われることを担
保するため、経営機構、職務分掌、行動規範等に係る社内規程類（取締役会規則、職務権限規程、コンプライアンス・マニュアル等）を定め、運用
しております。特に、コンプライアンス及びリスク管理についてはその重要性に鑑み、「コンプライアンス委員会」及び「リスク管理委員会」を設置し、
内部統制の体制整備・運営の推進を図っております。

当社が、「内部統制システムに関する基本方針」において、整備することを定めている体制は以下のとおりです。

1.取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当会社は、法令等遵守に関する基本方針に基づき、コンプライアンス推進のための体制整備を行うとともに、コンプライアンス委員会の場を活
用するなどして、当会社の役員・社員がこの行動規範に則り事業活動のすべての局面においてコンプライアンス（法令遵守）を最優先するよう周知
徹底を図る。

(2)当会社は、コンプライアンスを統括する部門（法務部）を設置するとともに、当会社のコンプライアンス推進のための重要事項について専門的な
見地または全社横断的な見地から助言を行うコンプライアンス委員会を設置する。

(3)当会社は、コンプライアンスに関する業務執行について代表取締役社長を補佐し、これに必要な業務を統括する CCOを設ける。

(4)当会社は、コンプライアンス・マニュアルを作成し、役員・社員が遵守すべき法令及び社内ルール等に関する研修を実施し、コンプライアンスの
継続的な周知徹底を図る。

(5)当会社は、法令または規程等の違反が生じた場合の報告体制を整備し、問題点の把握及びコンプライアンス体制の改善のために必要な対応
を行う。

(6)当会社は、法令・定款違反等を未然に防止するため、内部通報制度を適切に運用する。

(7)当会社は、被監査部門から独立した監査部を設置し、経験に富む専任の部長を配置して、実効性のある内部監査を実施する。

(8)当会社は、当会社の役員・社員の法令・定款違反等の行為については、適正に処分を行う。

2.取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当会社は、取締役及び執行役員の職務の執行に係る文書その他の情報につき、法令及び当会社の文書管理規程等に従い適切に保存及び管理
を行う。

3.反社会的勢力への対応に関する体制

当会社は、反社会的勢力への対応に関する基本方針に基づき、人事総務部を主管部門とし、警察等関係機関とも連携して、反社会的勢力に対し
て断固たる姿勢で臨む。

4.システムリスクを含むリスク管理に関する体制

当会社は、リスク管理に関する基本方針等に基づき、事業遂行に関わるリスクについて、総合的なリスク管理を統括するリスク管理部を設置する
とともに、リスク・カテゴリー毎に責任者ならびに主管部門を定めて適切な管理を行う。また、リスク管理委員会を設けて、専門的な見地または全社
横断的な見地からリスク管理の適切性を担保する。

5.取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当会社は、取締役及び執行役員の職務分掌を定め、各取締役及び執行役員が責任を持って担当する領域を明確にしたうえで、業務執行の決
定権限を取締役及び執行役員に委譲している。各取締役及び執行役員は、自己の担当領域に関する業務目標の達成を通じて会社全体としての
経営目標の達成に努める。

(2)当会社は、経営方針を明確化し、中長期計画において経営目標を具体化するとともに、予算管理規程等に基づき、年間、四半期及び月別予算
管理により業務遂行の進捗管理を行って経営資源の最適活用を図る。

6.監査等委員会の職務を補助すべき社員に関する体制

(1)当会社は、法令及び監査等委員会規則等に従い、監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会事務局を設置する。監査等委員会事
務局には、監査等委員会の職務を補助するのに必要な知識・能力を具備した社員（以下「補助社員」という。）を、監査等委員会の求めに応じて、
必要数配置する。

(2)法令及び監査等委員会規則等に従い、補助社員は、監査等委員会の職務を補助するための業務（以下「補助業務」という。）については、監査
等委員会の指揮命令下で業務を行い、監査等委員会以外からの指揮命令は受けない。補助業務における補助社員の任命・異動、人事評価及び
懲戒等については監査等委員会の意見を尊重する。

(3)法令及び監査等委員会規則等に従い、監査等委員会は、代表取締役社長及び会計監査人と定期的に意見交換する場を設け、必要に応じ、補
助社員を同行させることを求めることができる。監査等委員会は、監査部と定期的に内部監査結果について意見交換することで、緊密な連携を図
るものとし、必要に応じ、補助社員を同行させることを求めることができる。

7.取締役（監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という。）を除く。）及び社員が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委
員会への報告に関する体制

監査等委員会規則等に基づき、取締役（監査等委員を除く。）、保険計理人及び社員は、監査等委員会の求めに応じて、経営、財務、コンプライア
ンス、リスク管理、内部監査の状況等について、適宜監査等委員会に対する報告を行うとともに、職務執行に関し重大な法令もしくは社内ルール
の違反または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、直ちに監査等委員会に報告を行う。

8.前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保する体制

当会社は、前項の報告をした者が、不利な取り扱いを受けることがなく、また、懲戒その他の不利益処分の対象となることがないことを企業倫理と
業務運営に関する規程に定める。

9.監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当会社は、法令及び監査等委員会規則等に従い、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用等の償還、負
担した債務の弁済を請求したときは、これに応じる。

10.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

法令及び監査等委員会規則等に従い、監査等委員は、社内のすべての重要な会議に随時出席できるものとする。また、代表取締役社長は、監査



等委員会と定期的に意見交換を行い、監査部は監査等委員会の監査に協力する。

11.子会社の内部統制システムに関する事項

当会社は、子会社に関する業務の円滑化と管理の適正化を図り、子会社の適切な業務運営を目的として、当会社の子会社に関する諸手続およ
び管理体制を子会社管理規程に定めるものとする。なお、この基本方針の第1項から前項に定めた当会社における体制及び当会社に関する事項
については、子会社の適切な業務運営に必要な範囲において準用するものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、高い公共性を有する生命保険会社として、反社会的勢力によりステークホルダーが被害を受けることを未然に防止する観点から、以下の
とおり、「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を定めております。

1. 当会社は、反社会的勢力との関係を遮断することは、社会的責任および企業防衛の観点から必要不可欠であることを十分認識し、人事総務部

を中心として反社会的勢力との関係遮断に向けた組織態勢を整備する。

2. 当会社は、反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、組織全体として対応するとともに、当会社の役員・社員の安全を確保する。

3. 当会社は、反社会的勢力への対応に際し、適切な助言・協力を得ることができるよう、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の

外部の専門機関と緊密な関係を構築する。

4. 当会社は、反社会的勢力とは取引関係を含めて一切の関係を持たない。また、反社会的勢力からの不当要求は断固として拒絶し、反社会的勢

力への資金提供や事実を隠ぺいするための裏取引を絶対に行わない。

5. 当会社は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的な対応を行う。

この他にも、「反社会的勢力対応規程」を設け、体制整備に努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【会社情報の適時開示に係る体制】

当社は、金融商品取引法、同法の政省令及び東京証券取引所の定める諸規則に基づくほか、「情報開示規程」及び「情報開示ガイドライン」を制
定し、当社の重要情報の管理と、適時適切な情報開示が実施できる体制の整備に努めております。

また、「情報開示規程」及び「情報開示ガイドライン」に基づき、重要情報開示の担当部門は経営企画部、重要情報開示責任者は経営企画部担当
執行役員と定めて運用しています。



 

【コーポレート・ガバナンス体制図】 

 

 

 

  



 

【適時開示体制の概要】 

 

 

  



 

【取締役のスキルマトリクス】 

各取締役が有する知識・経験・能力を明らかにしたスキルマトリクスは、以下のとおりです。 

 

 

 

以上 


